
平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 箇所
② 回
③
① 人
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価

コスト効率

１ 適正である

評価項目

評
価
結
果

不要 　

２ 検討の余地あり

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり

３ あり
３ 低い

３ 適正でない
３ 適正でない
３ 低い

２ 普通１ 高い

３ 妥当でない
３ 妥当でない
３ 妥当でない

2,924,000

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

26年度
当初予算額

30,000
3,656,000

0.0% 1

0.2% 1,276,000
4,980,000

市内15教室でスポーツ・文化活動、各種体験活動を実施した。
また、年度末には放課後対策事業運営委員会を開催して、今年度の活動状況を確認した。

7,349,806総　費　用（Ａ＋Ｂ）

7,000

400

4,980,000

1,680,000

7,000

18,000

13,000
100

決算増減率

1204.0%

7,000

2,654,000

26年度

670

5,383,275

予算現額 決算額

100
15,000 13,201

2,452,975

4,061,000

1,266,720

15
670

-10.5% 2,319,000

計画

2,956
4,386,000

実績

14,847

24年度

100

実績
15

639 95.4%

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

上位施策への貢献度
類似事業の有無

Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

公民館活動のこども教室として、事業名は変わってきているが、
少子化対策としての行われている事業であり、充実していかなけ
ればならない。

１ 適正である
負担割合の適正化

１次評価
（課長総括）

効  率  性
１ 高い

実施主体の適正化

単位

15実施教室数
教室開催数（総数）

計画

5,385,0005,669,806
2,454,0002,750,000 2,739,506

6,261,000

6,300

1,263,840
6,261,000 5,669,806

②県支出金 3,504,000 2,924,000

15

30,000
予算現額

4,865,000

区　　分

①需用費

15,000

単位

参加者数（延べ）
参加児童の満足度（アンケート）

決算額

670

活
動
指
標

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

財
源
内
訳

成
果
指
標

支
出
内
訳

３
指
標

⑤その他

①国庫支出金
支出合計（Ａ）

③人件費（②×＠

人
件
費 円）（Ｂ）

①事務事業に携わる正規職員数

②年間所要時間

4,200

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　放課後における子どもたちの安全・安心な居場所を設け、地域住民の参画を得て、勉強やスポーツ・文化活動等地
域に根ざした多様な体験活動の機会を提供し、地域全体で子供たちを育む。主として小学校児童を対象に全校下の地
区公民館と２つの小学校の待機スペースでいろいろな遊び、料理、伝統芸能、サークル活動等を行う。

対　   　象

教育費

社会教育費

意       図
（成果指標）

手       段
（活動指標）

予 算 事 業 名

市民協働の状況

放課後において子どもたちの安全な居場所が確保される。

協働している

４
コ
ス
ト
情
報 6,300 0.0%

③工事請負費

-5.1%

0.0%④負担金補助及び交付金

5,385,000

21,000
1,345,000

17,010

1

7,065,000

400

1 11

1,680,0001,680,000

7,941,000

1,680,000

400

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 課       名

目

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

政  策  名

事  業  期　間 終了年度

施  策  名

目  標  名
予
算
科
目

一般会計

達成率

18,000

開始年度

10　明日を担う人づくり

31　生涯学習の推進

基本目標４　人と文化を育むまち

当面継続

社会教育総務費

平日放課後並びに土日・祝日に公民館等でサークル活動・体験活動を実施する。

市内の小学生

17,010

②委託料

計画
15 100.0%

25年度24年度

647

100

ソフト事業

2,924,000

30,000
4,061,000

電 話 番 号

会　   　計

款

項

生涯学習・スポーツ課放課後子ども教室推進事業

放課後子ども教室推進事業

自治事務

生涯学習係係　   　名

0765-23-1045

担
当
部
署

31-２　地域の教育力の向上

指　標　名

平成13年度

5,383,275

0.0%

-7.4%

25年度

-5.1%

88.0%
100.0%100

1,276,000

38,545

有  効  性

Ａ
１ 妥当である

１ 妥当である自治体関与の妥当性

１ 高い

Ｂ １ なし

１ 妥当である

目標達成度

目的の妥当性
対象の妥当性

400

1,680,000

２ 検討の余地あり

6,660,000

２ 検討の余地あり

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

0.0%

0.0%

内　　容

３ 低い・未実施

-3.9%

400

7,063,275



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
②
③
① 人
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

上位施策への貢献度

対象の妥当性

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現行どおり管理運営を行うことが適
当

２次評価

評
価
結
果

　

２ 検討の余地あり

不要

３ 妥当でない

2

34,199,000-15.0%

0.0%

-6.8%

-16.2%

26年度

2,790,000

140,000

26年度
当初予算額
8,978,000

計画

5,294,000

予算現額 決算額

-1.6%

決算増減率

-47.6%

手       段
（活動指標）

31-２　地域の教育力の向上

公民館職員数（館長、主事、指導員、書記）

市民協働の状況

実績

25年度

7,911,648

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

Ａ有  効  性

Ａ

公民館でのコミュニティ機能を併設に向けて、市長部局で公民館
を所管するための準備を進める必要がある。

効  率  性 Ｂ

公民館の維持・管理、公民館職員の賃金等支払い

１ 妥当である

２ 改善の余地あり

２ 検討の余地あり

３ 低い・未実施

コスト効率 ２ 普通

自治体関与の妥当性

負担割合の適正化

目標達成度

実施主体の適正化

類似事業の有無

目的の妥当性

5,040,000

66,020,000

評価項目

１ 高い

１ 高い
１ なし

1,200

5,040,000

１ 妥当である

1,200

２ 普通

内　　容
２ 検討の余地あり

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

③人件費（②×＠

1,200 0.0%

4,200 5,040,000

55,107,049

1,200

5,040,000

３ 妥当でない
３ 妥当でない

２ 目標どおり

１ 妥当である

35,343,000

189,769

60,980,000

176,934

64,808,370 56,894,000

51,673,000

0.0%2

5,040,000

72,000

1,200

29,159,000

181,000

51,854,00059,768,370
59,578,601

2,493,3922,850,000

①国庫支出金

区　　分

①需用費
②委託料

⑤その他
支出合計（Ａ）

財
源
内
訳

予算現額
14,483,000

24年度
決算額

15,104,122

成
果
指
標

支
出
内
訳

公民館延べ利用者数

③工事請負費

135,480

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

8,304,000

４
コ
ス
ト
情
報

人
件
費

②県支出金

60,980,000
2

④負担金補助及び交付金

単位

197,000
60,783,000

①事務事業に携わる正規職員数

円）（Ｂ）

59,768,370
33,866,997 34,403,000

141,000

２
事
業
概
要

事 業 概 要 公民館および公民館職員の賃金・維持・管理等にかかる事業

対　   　象

意       図
（成果指標）

公民館利用者が快適に利用できるように環境を整える。

３
指
標

公民館職員の賃金等支払・雇用に関すること、光熱水費等維持管理にかかる支払、公民館設備の修繕・備品の購入、
警備・清掃等の業務を委託して行う　など

公民館と公民館職員

8,303,859

52

131,208

計画計画

141,000

達成率
100.0%

実績
活
動
指
標

45.4%3,625,517

-37.2%

52

指　標　名

52

単位 24年度 25年度

52

基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

施  策  名

当面継続昭和27年度開始年度

基本目標４　人と文化を育むまち

10　明日を担う人づくり

31　生涯学習の推進

施設管理

8,108,000
5,221,000

4,122,000

終了年度

5,212,289

生涯学習・スポーツ課公民館一般管理費

公民館一般管理費

自治事務

生涯学習係

0765-23-1045

担
当
部
署

係　   　名

電 話 番 号

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画

１ 適正である

２ 検討の余地あり
３ 低い
３ 低い１ 高い

１ 適正である

３ あり

３ 適正でない
３ 適正でない２ 改善の余地あり

2

-16.3% 29,087,000

2

49,890,115
50,067,049

12,097,000
29,159,000

会　   　計

款

項

目

51,854,000

一般会計予
算
科
目

教育費

社会教育費

公民館費

-16.2%
33,317,595
50,067,049

協働になじまない

93.1%

52



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 館
②
③
① 館
② 館
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

１ 高い ２ 普通

２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
　２次評価 不要

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
妥　当　性 ２ 検討の余地ありＡ

自治体関与の妥当性
目的の妥当性

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 高い

２ 改善の余地あり ３ 適正でない
３ 低い

１ 適正である

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

評価項目 内　　容

６
評
価

評価の視点

３ 低い・未実施

３ 妥当でない
３ 妥当でない

２ 目標どおり
有  効  性 Ｂ

目標達成度

効  率  性 Ａ
コスト効率

負担割合の適正化
実施主体の適正化

１ 適正である

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

公共施設の再編方針にしたがい、計画的な整備を進める必要があ
る。

評
価
結
果

Ｈ24評価 Ｈ25評価

１ 妥当である
対象の妥当性 １ 妥当である

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

○平成18年度にＪＡ部分が市へ譲渡され、内装改修を行い使用している上野方公民館と片貝公民館の耐震診断を実施
　１月31日に業務完了報告がなされ、両施設とも耐震性有との結果であった。
○昭和52年11月に竣工し、築36年経過している片貝公民館の大規模修繕工事について検討
　小学校の統廃合計画有（片貝・西布施小学校を吉島小学校に統合し、片貝小学校を公民館として利用するのならば、大規模改修の
必要なし）
　

-100.0% 0総　費　用（Ａ＋Ｂ） 15,840,000 12,915,000 0 0

-100.0%

-100.0%

0

-100.0%人
件
費

1

②年間所要時間

0

1

200 200

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 840,000 0840,000

⑤一般財源

①事務事業に携わる正規職員数
0 0

④その他（使用料、雑入等）

0 -100.0%収入合計 15,000,000 12,075,000

-100.0%財
源
内
訳

①国庫支出金
②県支出金 15,000,000 12,075,000
③地方債

12,075,000 0 0 -100.0% 0
⑤その他
支出合計（Ａ） 15,000,000

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

決算増減率 当初予算額予算現額 決算額
26年度

12,075,000

25年度

-100.0%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

予算現額 決算額

支
出
内
訳

①需用費

15,000,000
②委託料

0 1

133.3% 86 8
2

指　標　名 単位 24年度
達成率

2 2 100.0%

1 0

成
果
指
標

耐震補強を行った公民館 2 2
6 6耐震補強不要の公民館

活
動
指
標

大規模修繕・耐震化工事が必要な公民館

31-２　地域の教育力の向上

1
計画

大規模修繕や耐震化工事を必要とする公民館の工事を行う。

意       図
（成果指標）

実績

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　住民が集い、ふれあい、学ぶ場である地区公民館で安心して事業が行えるよう、耐震性の無い公民館には耐震補強
をするとともに、経年劣化等により大規模修繕が必要な施設においては大規模改修を行い、快適で安心して利用でき
る施設にする。

対　   　象 地区公民館

25年度 26年度

３
指
標

手       段
（活動指標）

大規模修繕や耐震化工事が必要な施設には工事を行い、住民が安心して利用できる施設を増やす。

計画計画 実績

協働になじまない市民協働の状況

施  策  名 31　生涯学習の推進 目

総
合
計
画

目  標  名

基本事業名

係　   　名 生涯学習係

電 話 番 号 0765-23-1045

担
当
部
署

課       名 生涯学習・スポーツ課

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標４　人と文化を育むまち 款 教育費

10　明日を担う人づくり 項 社会教育費

公民館費

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 公民館大規模修繕事業

事  業  期　間 開始年度 平成13年度 終了年度

事  業  区　分 自治事務

予 算 事 業 名 公民館大規模修繕事業

政  策  名



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
② 回
③
① 人
② 人
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

１ 高い ２ 普通

２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
　２次評価 不要

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
妥　当　性 ２ 検討の余地ありＡ

自治体関与の妥当性
目的の妥当性

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 高い

２ 改善の余地あり ３ 適正でない
３ 低い

１ 適正である

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

評価項目 内　　容

６
評
価

評価の視点

３ 低い・未実施

３ 妥当でない
３ 妥当でない

２ 目標どおり
有  効  性 Ｂ

目標達成度

効  率  性 Ａ
コスト効率

負担割合の適正化
実施主体の適正化

１ 適正である

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

公民館でのコミュニティ機能を併設に向けて、市長部局で公民館
を所管するための準備を進める必要がある。

評
価
結
果

Ｈ24評価 Ｈ25評価

１ 妥当である
対象の妥当性 １ 妥当である

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

〇各地区社会教育振興会（地区公民館）へ委託し、高齢者学級や異世代交流などの各種公民館教室を開催した。
〇13地区中３地区（大町、本江、加積）では、この事業と地域振興事業との関連性を重視し、予算の一部を地域協働課に所管替えし
た。

-12.0% 13,973,000総　費　用（Ａ＋Ｂ） 18,461,000 18,312,288 16,258,000 16,123,248

0.0%

1,0000.0%

2 2

4,200,000

2 0.0%人
件
費

2

②年間所要時間

4,200,000

2

1,000 1,000 1,000 1,000

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 4,200,000 4,200,0004,200,000

⑤一般財源 14,266,000

①事務事業に携わる正規職員数
12,058,000 9,773,000

④その他（使用料、雑入等）

11,923,248 -15.5%収入合計 14,266,000 14,112,288
14,112,288 12,058,000 11,923,248 -15.5% 9,773,000

財
源
内
訳

①国庫支出金
②県支出金
③地方債

3,527,500
14,112,288 12,058,000 11,923,248 -15.5% 9,773,000

⑤その他 3,640,000 0.6% 3,618,000
支出合計（Ａ） 14,261,000

④負担金補助及び交付金 187,000 187,000 181,000 178,000 -4.8% 183,000
③工事請負費

5,835,000
2.8%113,568

決算増減率 当初予算額予算現額 決算額
137,000

26年度

10,304,000 8,101,000

25年度

130,000 116,748
8,101,000 -21.4%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

予算現額 決算額

支
出
内
訳

①需用費 130,000
②委託料 10,304,000

3,507,720 3,646,000

6767 67 100.0%
470 103.8% 490

101.6% 19,00019,000 19,305
19,900

指　標　名 単位 24年度
達成率

19,700 19,737 100.2%

453 488

成
果
指
標

生涯学習教室等参加者数 19,500 19,825
19,000 18,845共催事業等参加者数

活
動
指
標

生涯学習教室開催数

31-２　地域の教育力の向上

450
計画

各地区公民館が主体となって各種教室や講座等を開催する

意       図
（成果指標）

実績

２
事
業
概
要

事 業 概 要
各地区社会教育振興会（地区公民館）に委託して、生涯学習推進のための各種教室・講座などを開催している。ま
た、地区との共催事業で運動会・敬老会・文化祭を開催している。

対　   　象 市民

25年度 26年度

３
指
標

手       段
（活動指標）

公民館教室等に参加する住民が増え、住民の教養が高まるとともに地域が活性化する

共催事業等開催数 67 67

計画計画 実績

協働になじまない市民協働の状況

施  策  名 31　生涯学習の推進 目

総
合
計
画

目  標  名

基本事業名

係　   　名 生涯学習係

電 話 番 号 0765-23-1045

担
当
部
署

課       名 生涯学習・スポーツ課

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標４　人と文化を育むまち 款 教育費

10　明日を担う人づくり 項 社会教育費

公民館費

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 公民館活動振興事業

事  業  期　間 開始年度 昭和27年度 終了年度

事  業  区　分 自治事務

予 算 事 業 名 公民館活動振興事業

政  策  名



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
② 人
③
① 人
② 人
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

１ 高い ２ 普通

２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ｂ 補助率及び上限額について見直す余

地あり
　２次評価 不要

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
妥　当　性 ２ 検討の余地ありＣ

自治体関与の妥当性
目的の妥当性

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 高い

２ 改善の余地あり ３ 適正でない
３ 低い

１ 適正である

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

評価項目 内　　容

６
評
価

評価の視点

３ 低い・未実施

３ 妥当でない
３ 妥当でない

２ 目標どおり
有  効  性 Ｂ

目標達成度

効  率  性 Ｂ
コスト効率

負担割合の適正化
実施主体の適正化

１ 適正である

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

地域社会での女性リーダーに求められる役割はますます高まって
きており、会員や組織の減少に歯止めがかからない中での活動の
在り方について検討する必要がある。

評
価
結
果

Ｈ24評価 Ｈ25評価

１ 妥当である
対象の妥当性 １ 妥当である

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

〇魚津市連合婦人会へ補助金を交付した。
〇婦人会では、婦人会だよりの発行（年１回）、国内研修の実施、環境フェスティバルをはじめ各種行事への参加等の活動をした。

0.0% 870,000総　費　用（Ａ＋Ｂ） 920,000 920,000 920,000 920,000

0.0%

1000.0%

1 1

420,000

1 0.0%人
件
費

1

②年間所要時間

420,000

1

100 100 100 100

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 420,000 420,000420,000

⑤一般財源 500,000

①事務事業に携わる正規職員数
500,000 450,000

④その他（使用料、雑入等）

500,000 0.0%収入合計 500,000 500,000
500,000 500,000 500,000 0.0% 450,000

財
源
内
訳

①国庫支出金
②県支出金
③地方債

500,000 500,000 500,000 0.0% 450,000
⑤その他
支出合計（Ａ） 500,000

④負担金補助及び交付金 500,000 500,000 500,000 500,000 0.0% 450,000
③工事請負費

決算増減率 当初予算額予算現額 決算額
26年度25年度

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

予算現額 決算額

支
出
内
訳

①需用費
②委託料

280365 332 91.0%
17 94.1% 17

135.0% 2020 27
800

指　標　名 単位 24年度
達成率

1,000 728 72.8%

17 16

成
果
指
標

婦人会事業参加者数（延べ） 1,900 1,070
20 39国内研修参加者数

活
動
指
標

魚津市連合婦人会活動数

31-２　地域の教育力の向上

17
計画

連合婦人会として社会活動に参加する。

意       図
（成果指標）

実績

２
事
業
概
要

事 業 概 要 各地区婦人会からなる市連合婦人会の活動を通じて女性の社会参加を促す。

対　   　象 魚津市連合婦人会の会員

25年度 26年度

３
指
標

手       段
（活動指標）

活動への参加を通じて女性が能力を発揮することができる

会員数 750 570

計画計画 実績

協働している市民協働の状況

施  策  名 31　生涯学習の推進 目

総
合
計
画

目  標  名

基本事業名

係　   　名 生涯学習係

電 話 番 号 0765-23-1045

担
当
部
署

課       名 生涯学習・スポーツ課

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標４　人と文化を育むまち 款 教育費

10　明日を担う人づくり 項 社会教育費

社会教育総務費

補助金

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 女性教育事業

事  業  期　間 開始年度 昭和27年度 終了年度

事  業  区　分 自治事務

予 算 事 業 名 女性教育事業

政  策  名



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
②
③
① 人
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 友好親善都市児童交流事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名

予 算 事 業 名

31-２　地域の教育力の向上

生涯学習・スポーツ課

0765-23-1045

開始年度 昭和58年度 終了年度

友好親善都市児童交流事業 係　   　名 生涯学習係

担
当
部
署自治事務

課       名

施  策  名 31　生涯学習の推進 目

項

当面継続

電 話 番 号

事  業  期　間

事  業  区　分

２
事
業
概
要

事 業 概 要 友好親善都市の岡山県井原市の児童と魚津市の児童が、隔年で両市を訪問し交流する。

対　   　象 井原市、魚津市の児童（小学５．６年生）

手       段
（活動指標）

平成25年度は、魚津市の児童（小学５．６年生）20名が井原市を訪問し、交流を図る。

社会教育総務費

基本目標４　人と文化を育むまち 款 教育費
予
算
科
目

会　   　計

10　明日を担う人づくり 社会教育費

一般会計

達成率 計画

意       図
（成果指標）

お互いの市について知り、子どもたちが交流し、友情を育む。

25年度 26年度
計画 実績

市民協働の状況 協働している

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

交流事業数 1 1
計画 実績

100.0% 111

成
果
指
標

井原市・魚津市の参加児童数 40 40 100.0% 4040 40

予算現額 決算額 予算現額 決算額

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費 167,000 135,811
②委託料 650,000

26年度
決算増減率 当初予算額

680,00020.6%

25年度

232,000 201,683 48.5% 174,000
614,590 750,000 741,290

③工事請負費

942,000
⑤その他 105,342 37,000103,000 88,00021,190
支出合計（Ａ）

-79.9%
964,163 12.7%

④負担金補助及び交付金

920,000 855,743 1,019,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
100,000

②県支出金

920,000 855,743 919,000 942,000
100,000

1.0%
④その他（使用料、雑入等）

①事務事業に携わる正規職員数 1 1

600600 600

⑤一般財源

1 1人
件
費

0.0% 1

②年間所要時間 600

2,520,000 0.0% 2,520,000

864,163
収入合計 920,000 855,743 1,019,000

2,520,0002,520,000 2,520,000

12.7% 942,000

0.0% 600

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ）

964,163

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

3,539,000

○魚津市から児童20名が井原市を訪問し、井原市の児童20名と交流を深めた。
【期日】平成25年８月２日～５日【参加児童】11校20名【研修会】事前研修３回、事後研修１回
【主な内容】・平和学習として、広島平和記念公園などを見学し、平和への意識を高めた。
　　　　　　・田中美術館の見学、井原夏祭りで踊りに参加、鷲羽山ハイランドの散策、弓道体験等を通じて井原市児童との交流を
　　　　　　深めた。

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 3,440,000 3,375,743 3,484,163 3.2% 3,462,000

評価項目
１ 妥当である ２ 検討の余地あり

内　　容

目的の妥当性

６
評
価

効  率  性 Ｂ

評価の視点

３ 妥当でない

Ｈ24評価 Ｈ25評価
３ 妥当でない自治体関与の妥当性

有  効  性

妥　当　性 Ａ

Ｂ

１ 妥当である
対象の妥当性 ２ 検討の余地あり

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通

２ 検討の余地あり
１ 妥当である

類似事業の有無
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

１ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
３ 低い・未実施

３ 低い

３ 妥当でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

友好親善都市井原市を児童が訪問することは、井原市を知り、魚
津市を見直す良い経験となると考えられる。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり

３ 低い
２ 改善の余地あり ３ 適正でない

負担割合の適正化

不要 　

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

２次評価

コスト効率
実施主体の適正化 １ 適正である

１ 高い ２ 普通



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② 回
③ 人
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

3.1%625,000

２ 検討の余地あり

３ 適正でない

100.0%

0.0%

25年度
決算増減率

３ あり

１ 妥当である

２ 検討の余地あり

不要 　

１ 高い

３ 低い
３ 低い

３ 妥当でない

２ 改善の余地あり

２ 普通

ソフト事業

終了年度開始年度 昭和27年度

①国庫支出金

24年度

成人式事業

成人式事業

自治事務１
基
本
項
目

②委託料

15

80.0

544,000
支
出
内
訳

決算額

成人式実行委員数

単位

957,000

生涯学習・スポーツ課

生涯学習係

0765-23-1045

一般会計

教育費

社会教育費

予
算
科
目

款

項

目

会　   　計

社会教育総務費

担
当
部
署

課       名

係　   　名

電 話 番 号

成
果
指
標

17

活
動
指
標

成人式対象者数

事  業  期　間

成人者としての自覚と責任をもたせる。
ふるさと魚津への愛着を高める。

市民協働の状況

10　明日を担う人づくり

31　生涯学習の推進

基本事業名

当面継続

成人式実行委員会を組織して企画・運営を行う。

協働している

120.0%

目  標  名 基本目標４　人と文化を育むまち

31-２　地域の教育力の向上

単位 24年度

5

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画

施  策  名

政  策  名

420
計画

437

15 18

指　標　名

5

達成率

5成人式実行委員会開催数

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

意       図
（成果指標）

手       段
（活動指標）

②年間所要時間

20歳になった若者の門出を祝い、成人式を挙行する。

③工事請負費

支出合計（Ａ）

本年度20歳になる人（市内現住者、または中学卒業時点まで市内に住んでいた人）

437
計画

成人式参加率

26年度
実績

420 100.0% 420
実績 計画

5 5３
指
標

25年度

15

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

895,000

②県支出金

⑤その他
④負担金補助及び交付金

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

①事務事業に携わる正規職員数

2,637,000

③人件費（②×＠

区　　分

円）（Ｂ）4,200

559,000

957,000

①需用費

400

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

新成人を中心とした成人式実行委員会を組織して企画・運営を行った。
式当日は、市交通センターが中心となって新成人に「交通安全署名」をお願いし、交通安全意識の向上と交通ルール遵守を呼びかけ
た。
また。第二部のアトラクションの部にはミラたんやビーちゃん（BBTマスコットキャラクター）が登場し、会場を盛り上げた。

895,000
971,000

40,000

400

1

0.1%

1,680,000 0.0%

2,575,000 2,576,7242,691,000

1,680,000

0.2%

３ 適正でない２ 改善の余地あり
１ 適正である

２ 目標どおり

１ 適正である

２ 普通

２ 検討の余地あり

1,680,000

400400

内　　容

2,688,000

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

目的の妥当性 ３ 妥当でない

1,680,000

Ｂ

負担割合の適正化
実施主体の適正化

Ａ

効  率  性 Ｂ

３ 妥当でない

1,680,000

自治体関与の妥当性

１ 高い
１ なし

１ 高い

類似事業の有無

対象の妥当性
目標達成度

１ 妥当である

３ 低い・未実施

上位施策への貢献度
コスト効率

１ 妥当である

1

評価項目

２ 検討の余地あり

286,000

予算現額 決算額

40,000

1,011,000
11

40,000

100,000

251,000

100,000

予算現額

100,000

917,000
40,000

855,000

298,000

６
評
価

Ｂ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

有  効  性

80.097.9%79.6 80.0 78.3

0.0%100,000
560,653

0.0%

-5.9%

40,000

896,7241,011,000

1

0.2%

0.0%

856,724
1,008,000

968,000
896,724

236,071
0.2%

26年度
当初予算額

615,000
112,000

281,000
1,008,000

400

事業の進め方・内容について改善の
余地あり

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

成人式実行委員会が学年を超えた仲間づくりができる場としても
貴重であることから、この活動をきっかけとしてその後の青年活
動への広がりを期待できる。

１次評価
（課長総括）

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
② 回
③ 回
① 数
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

84.2%28,000

２ 検討の余地あり

３ 適正でない

77.8%

0.0%

25年度
決算増減率

３ あり

１ 妥当である

２ 検討の余地あり

不要 　

１ 高い

３ 低い
３ 低い

３ 妥当でない

２ 改善の余地あり

２ 普通

ソフト事業

終了年度開始年度 昭和48年度

①国庫支出金

24年度

青少年教育事業

青少年教育事業

自治事務１
基
本
項
目

②委託料

7

150

11,000
支
出
内
訳

252,000

決算額

魚津市青少年育成県民運動推進指導員活動回数

単位

452,000

1,120,000

生涯学習・スポーツ課

生涯学習係

0765-23-1045

一般会計

教育費

社会教育費

予
算
科
目

款

項

目

会　   　計

社会教育総務費

担
当
部
署

課       名

係　   　名

電 話 番 号

成
果
指
標

9

活
動
指
標

青少年育成魚津市民会議事業数

事  業  期　間

青少年の非行を防止する。市民の青少年健全育成に対する意識を向上させ、地域ぐるみで青少年の健全育成を図る。

市民協働の状況

10　明日を担う人づくり

31　生涯学習の推進

基本事業名

当面継続

市少年補導員による補導巡回活動、青少年関係の研修会を開催、啓発キャンペーンや機関誌発行による広報。

協働している

88.9%

目  標  名 基本目標４　人と文化を育むまち

31-２　地域の教育力の向上

単位 24年度

100

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画

施  策  名

政  策  名

9
計画

9

9 8

指　標　名

70

達成率

90魚津市少年補導センター街頭補導回数

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

意       図
（成果指標）

手       段
（活動指標）

②年間所要時間

魚津市の青少年の健全育成推進を図る。

③工事請負費

支出合計（Ａ）

魚津市内の青少年。市民。

9
計画

不良行為少年の補導総数

26年度
実績

10 111.1% 10
実績 計画

62 90３
指
標

25年度

8

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

452,000

1,101,000

②県支出金

⑤その他
④負担金補助及び交付金

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

①事務事業に携わる正規職員数

2,800,000

③人件費（②×＠

区　　分

円）（Ｂ）4,200

28,000

1,120,000

①需用費

400

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

・夏の青少年の非行・被害防止に取り組む運動一斉啓発キャンペーン（７月）
・魚津市少年補導委員会施設見学研修会（８月）
・家庭の日図画・ポスター作品展示会（11月）
・魚津市少年補導センター一斉街頭補導（11月）
・子ども・若者育成支援強調月間特別研修会（11月）

1,101,000
920,000

400

1

-6.8%

1,680,000 0.0%

2,781,000 2,590,6962,600,000

1,680,000

-17.3%

３ 適正でない２ 改善の余地あり
１ 適正である

２ 目標どおり

１ 適正である

２ 普通

２ 検討の余地あり

1,680,000

400400

内　　容

2,600,000

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

目的の妥当性 ３ 妥当でない

1,680,000

Ｃ

負担割合の適正化
実施主体の適正化

Ｃ

効  率  性 Ｃ

３ 妥当でない

1,680,000

自治体関与の妥当性

１ 高い
１ なし

１ 高い

類似事業の有無

対象の妥当性
目標達成度

１ 妥当である

３ 低い・未実施

上位施策への貢献度
コスト効率

１ 妥当である

1

評価項目

２ 検討の余地あり

545,000

予算現額 決算額

920,000
11

95,000

543,000

95,000

予算現額

95,000

1,120,000 1,101,000

545,000

６
評
価

Ｃ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

有  効  性

13090.0%232 140 126

0.0%

252,000

95,000
20,266

252,000
0.1%

910,696920,000

1

-17.3%

0.0%

-44.2%

910,696
920,000
920,000

910,696

543,430
-17.3%

26年度
当初予算額

27,000
95,000

546,000
920,000

400

事業の進め方・内容について見直し
が必要

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

青少年に関連する団体が連携し、青少年を育てていくことは重要
であり、家庭・地域・行政が連携し社会全体で青少年の健全育成
に取り組む必要がある。

１次評価
（課長総括）

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
② 校
③ 回
① 人
② 人
③ 人

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 子ども元気活動事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名

予 算 事 業 名

31-２　地域の教育力の向上

生涯学習・スポーツ課

0765-23-1045

開始年度 昭和27年度 終了年度

子ども元気活動事業 係　   　名 生涯学習係

担
当
部
署自治事務

課       名

施  策  名 31　生涯学習の推進 目

項

当面継続

電 話 番 号

事  業  期　間

事  業  区　分

２
事
業
概
要

事 業 概 要

・３歳親子ふれあい村：３歳児とその保護者に、自然体験を提供することにより、親子の共同・共感体験を通して、３歳児の豊かな感性を育
てる。保護者向けに講演会を行い、子育てについて再考するきっかけづくりとする。
高校生・大学生ボランティアは親子と接することで幼児教育や将来の子育てについて考える機会を与える。
・就学時子育て講演会：就学時健診に合わせて小学校で子育て講演を開催する。

対　   　象 ３歳児とその保護者、高校生・大学生。未就学児（6歳児）の保護者。

手       段
（活動指標）

３歳親子ふれあい村（夏・冬）、就学時等子育て講演会、親学講演会の実施。

公民館費

基本目標４　人と文化を育むまち 款 教育費
予
算
科
目

会　   　計

10　明日を担う人づくり 社会教育費

一般会計

達成率 計画

意       図
（成果指標）

３歳児は自然体験活動をとおして豊かな感性が育まれる。高校生・大学生ボランティアが参加親子とふれあうことで幼児教育や将来の子育て
に関心をもつとができる。保護者は講演会に参加することで子育ての悩みを共有し、家庭教育を見直すきっかけになる。

25年度 26年度
計画 実績

市民協働の状況 協働になじまない

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

３歳親子ふれあい村実施回数 2 2
計画 実績

100.0%

100.0%

0
就学時子育て講演会開催校数 9 9 9 9 100.0% 9

2

親学び講演会開催数 2 2

2

就学時子育て講演会参加者数 300 300 320

成
果
指
標

３歳親子ふれあい村参加者数 100 101

親学び講演会参加者数 160 166 103.8%

100.0% 0
326 101.9%

100 100

単位
24年度

予算現額
25年度

決算額 決算額 決算増減率予算現額

支
出
内
訳

①需用費 150,000 101,906
②委託料

585,000

③工事請負費

565,000

26年度
当初予算額

164,000 102,726 0.8% 30,000

18.3%359,768 579,000
④負担金補助及び交付金

595,000
⑤その他 425,504
支出合計（Ａ） 735,000 461,674 743,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

収入合計 735,000

③地方債

528,230 14.4%

②県支出金

④その他（使用料、雑入等）

461,674 743,000

30,000 30,000

400 400 400②年間所要時間

1,680,000

30,000 31,500
496,730 15.1%

5.0%

400

1 1

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分

595,000

400

0.0%

0.0%

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 2,208,230

0.0%

595,000
⑤一般財源 705,000

528,230 14.4%
431,674 713,000

1人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 1 1

３歳親子ふれあい村（夏・冬）、就学時等子育て講演会、親学講演会を実施した。
３歳親子ふれあい村に関しては、対象の３歳児に対して年間３０人程度と少ないため対象者数を増やすため平成26年度より見直し。

内　　容評価項目

1,680,000

2,275,000

4,200 円）（Ｂ） 1,680,000 1,680,000

3.1%2,415,000 2,141,674 2,423,000

③人件費（②×＠ 1,680,000

２ 検討の余地あり ３ あり
３ 低い・未実施

効  率  性 Ｃ

類似事業の有無

妥　当　性 目的の妥当性Ｃ
１ 妥当である

１ 適正である

１ 高い

負担割合の適正化

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

１次評価
（課長総括）

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

Ｂ

自治体関与の妥当性

対象の妥当性
目標達成度

１ 妥当である

１ 高い

参加対象人数が限定されることから、３歳親子ふれあい事業は２
５年度をもって廃止した。26年度からは、保育所・幼稚園での子
育て講座の開催する。

１ 妥当である

１ なし

Ｃ

上位施策への貢献度

２次評価

３ 妥当でない

不要

３ 低い

　

２ 検討の余地あり

２ 普通

事業の進め方・内容について見直し
が必要

３ 妥当でない２ 検討の余地あり

２ 検討の余地あり
２ 目標どおり

３ 妥当でない

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率

２ 改善の余地あり

１ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 適正でない

評
価
結
果


